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吉田寮の裁判の取り下げと話し合いの再開を求める全国学寮による要請書

連名学寮：吉田寮自治会、熊野寮自治会、東北大学日就寮、一橋大学中和寮自治会、信州大学思誠

寮、高知大学南溟寮、花陵会有志一同

賛同：渓水寮生有志一同

【要望】

京都大学執行部は、吉田寮現棟・食堂明渡請求訴訟を撤回し、対話での解決を図ること。

【趣旨文】　

   吉田寮は、1913年に開舎し、多くの学生に福利厚生と学びの機会を提供してきた学生寮です。ま

た、寮生全員が構成する吉田寮自治会が入寮選考をはじめとする寮運営を行う自治寮でもあります。 

従来、寮のあり方は吉田寮自治会と大学執行部とが話し合って決定されてきました。ところが現在京

都大学執行部は、吉田寮に住む寮生・元寮生45名を被告として、「吉田寮現棟1・食堂2明渡訴訟」を

起こしています。 

　本訴訟には数多くの問題があります。「老朽化」を名目とした裁判にもかかわらず、原告の大学執

行部が明け渡しを求める「食堂」は、2015年に全面的耐震補強工事を終えたばかりです。また、同じ

く2015年に竣工した、安全性に問題ないはずの「新棟」は、本訴訟の対象ではないものの、大学執行

部による立ち退き命令の範疇に含まれています。これらに鑑みると、本裁判において、「老朽化」は

建前に過ぎず、大学執行部の本音は、低廉な寄宿料の学生寮、そして自治空間の閉鎖だといえます。

　そもそも吉田寮自治会は、「現棟」の補修を求めて、数十年にわたって大学執行部と話し合いを続

けてきました。その結果、2015年には、大学執行部は現棟の耐震補修に向けて話し合うことに合意

し、書面で約束しました。しかし、こうした取り決めは、副学長が替わるや反故にされました。2015

年に就任した川添信介元副学長は交渉を打ち切り、学生からの対話再開要求を拒みました。そして、

大学執行部は、潤沢な資金と社会的権威を背景に、2019年4月に吉田寮生に対して吉田寮現棟・食堂

明渡訴訟を起こしました。寮生は、公正とはほど遠い3裁判に時間と体力を奪われることとなり、学

生の学業と生活は大いに阻害されました。

　2024年2月16日の第一審判決では、吉田寮自治会の主張の大部分が認められる結果となりました

が、大学当局は依然として対話の拒否を続けており、2月29日に吉田寮に対して控訴しました。京都

大学が「対話を根幹とする自由の学風」を標榜する以上、大学当局は判決の結果を重く見て、寮生の

暮らしを破壊する訴訟を直ちに取り下げるべきです。

3 一般に、司法機関に紛争の解決を任せることは当然の権利とされています。しかし、当事者となる二者の間に

多大な権力差が存在する場合、権力を有する立場にある者が司法に問題解決を委託することは時に暴力的な、不

当な行いになり得ます。権力を有する者は裁判に潤沢なリソースを投入でき、法廷外においても弱い立場に置か

れた者たちに有形無形の圧力をかけることができるため、結果として裁判そのものがある種格差の再生産装置と

して機能してしまうのです。その上、この場合は私たち学生側から話し合いの再開を求めています。学生との対

話を拒み、裁判で決着を図ろうとする京都大学執行部の姿勢は、誠実とは言い難い振る舞いです。

2 食堂・・・1889年建造、1913年より現在の地に移築。2015年に耐震補強工事が完了した広大な多目的ホール。 

1 現棟・・・1913年完工。吉田寮は、「現棟」「食堂」「新棟」の三つから成る。
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　吉田寮は、金銭的支援を受けられないなどの、さまざまな悪条件を課せられた学生たちにとって、

学ぶ権利を保障する受け皿として長年機能してきました。のみならず、学生たちが対話を通じて学び

を得る場としても貴重な役割を果たしてきており、そのことは第一審判決でも認められました。そし

て、こうした福利厚生施設を必要とする現在および未来の学生のためにも、吉田寮は残される必要が

あります。

　また京大執行部の上記のような政策は、吉田寮だけの問題ではありません。実際、日本では、学生

自治寮の廃寮化や管理強化が同時多発的に起こっており、東北大学有朋寮、金沢大学泉学寮などが相

次いで廃寮化されてきました。その中で、吉田寮の存廃は多くの人々の注目を惹いています。吉田寮

が万一廃寮化することとなれば、学内外に大きな影響が及び、全国の学生寮への管理強化・福利厚生

縮減に繋がることは必定です。様々な大学・寮において福利厚生の縮小や、現場の当事者の意思・意

向を無視したトップダウンの決定を加速させないためにも、自治寮、学生寮に対する弾圧を見過ごす

ことはできません。

　 以上の理由から、京都大学執行部に対し、吉田寮への訴訟を取り下げ、対話を再開することを求

めます。


